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川崎市生産緑地地区の区域の面積要件の緩和についての 

パブリックコメントの実施結果について 

１ 概要 

「生産緑地法」（昭和 49年法律第 68 号）の改正により、これまで 500 平方メートル以上とす

る生産緑地地区の区域の規模を、300 平方メートル以上 500 平方メートル未満の範囲で条例で定

めることができることとなりました。 

農業生産のみならず、環境保全、景観形成、防災、生物多様性等の多面的な機能を有する都

市農地の保全を図ることを目的に、川崎市生産緑地地区の区域の面積要件の緩和を検討し、そ

の内容を踏まえた条例案を取りまとめるため、市民の皆様の御意見を募集いたしました。 

意見募集の概要、御意見の内容及び御意見に対する本市の考え方を、次のとおり公表いたし

ます。 

２ 意見募集の概要 

名称 川崎市生産緑地地区の区域の面積要件の緩和について 

意見の募集期間 平成 29年 11 月 27 日（月）から平成 29年 12 月 26 日（火）まで 

意見の閲覧場所 川崎市ホームページ、各区役所（市政資料コーナー）、 

川崎市役所第３庁舎２階（かわさき情報プラザ） 

意見の提出方法 電子メール、ファックス、郵送または持参 

結果の公表方法 ・川崎市ホームページへの掲載 

・かわさき情報プラザ及び各区役所での資料設置 

３ 結果について 

パブリックコメント手続で寄せられた意見 

意見提出数（意見件数） ８通（ １１件） 

内訳：電子メール 

   ファックス 

   郵送 

   持参 

５通（ ７件） 

３通（ ４件） 

０通（ ０件） 

０通（ ０件） 

資料１ 
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４ 御意見の内容と対応 

（１）御意見の件数と対応区分 

項  目 件 数 
市の考え方の区分 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

① 面積要件に関するもの ５件 ０ ５ ０ ０ ０ 

② 指定基準等に関するもの ３件 ０ ０ ０ ０ ３ 

③ その他 ３件 ０ ２ ０ ０ １ 

合  計 １１件 ０ ７ ０ ０ ４ 

（２）具体的な御意見の内容と市の考え方 

番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分 

①面積要件に関するもの 

１ 面積要件を 300 平米にしてより多

くの緑地、農地を残すことが、今後

の川崎にとって有意義なことにな

る。 

 農業生産のみならず、環境保全、景

観形成、防災、生物多様性等の多面的

な機能を有する都市農地の保全を図る

ことは、良好な都市環境を形成する上

で必要不可欠と考えております。御意

見を踏まえて、区域の規模を 300 ㎡以

上とする条例制定に取り組んでまいり

ます。 

Ｂ 

２ 川崎市内で農業を営んでいるが、

市街化農地区域内に農地があり、農

業を断念している者もいるので面積

用件については 300 ㎡と条例による

指定をしてもらいたい。 

Ｂ 

３ 生産緑地の面積要件を 300 ㎡以上

の範囲において条例で指定となって

いるが、川崎市の農業は都心に近い

こともあり「都市農業」の象徴とも

いえるので、面積要件については

300 ㎡以上と条例で指定していただ

きたい。 

 Ｂ 

Ａ 御意見の趣旨を踏まえ、条例制定に反映するもの 

Ｂ 条例制定の趣旨に沿った御意見であり、御意見を踏まえて取組を推進するもの 

Ｃ 今後の条例制定を進めていく中で参考とするもの 

Ｄ 条例制定に対する要望・質問等であり、内容を説明・確認するもの 

Ｅ その他の御意見 
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番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分 

４ 市内農地の維持拡大を図るために

区域の規模を、現行の 500 ㎡以上か

ら 300 ㎡以上に引き下げる条例の制

定を速やかに進めていただきたい。 

Ｂ 

５ 市街化区域の高額な相続税支払い

のため、農地を売却する人が多く、

結果 500 ㎡を下回り解除される農地

が発生する。また、複数の所有者か

らなる生産緑地が、一部の解除によ

り 500 ㎡を下回ることで道連れ解除

となってしまう。解除された農地は

高額な固定資産税が課され、農業継

続の意向があっても、将来売却され

農地の減少につながる。市内の農地

（緑地）を少しでも多く残したいの

で、下限面積を 300 ㎡としていただ

きたい。 

御意見を踏まえ、生産緑地地区の区

域の規模を 300 ㎡以上とする条例制定

に取り組んでまいります。 

なお、いわゆる道連れ解除について

も、可能な限り抑制できるよう努めて

まいります。 

Ｂ 

②指定基準等に関するもの 

１ 生産緑地法における指定基準の改

正は川崎市内の農地保全の観点から

重要だと考える。 

 生産緑地法の改正にあわせて、国土

交通省による都市計画運用指針の改正

が行われました。これを受けて一定の

条件を満たす場合に、一度生産緑地を

解除した農地を再度指定することや１

００㎡以上の小規模な農地を一団の農

地として指定することを可能とする、

指定基準等の改正に取り組んでまいり

ます。 

Ｅ 

２ 生産緑地として登録してあったも

のを一度取り下げたものに対し、再

度登録を認めて欲しい。 

Ｅ 

３ 一団の農地を構成する個々の下限

面積が１００㎡と出ているが、市内

には小規模農地が多数点在すること

から、極力小さな農地でも指定がで

きるようにしてもらいたい。 

Ｅ 
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番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分 

③その他 

１ 緑の減少が著しい川崎にとっては残

すことに意識をもって努力をしなけ

ればならない。 

 都市化が進展する本市において、農

地は重要な保全すべき緑地の 1つと考

えております。緑地保全の観点からも

生産緑地の指定が重要であるため、御

意見を踏まえた条例制定に取り組んで

まいります。 

Ｂ 

２ 条例制定に伴い追加指定が可能な

農家については、農地所有者等への

制度説明と併せ意向確認を行い、速

やかに追加指定の手続きをとるよう

尽力いただきたい。 

 御意見を踏まえ、条例制定に取り組

み、関係機関と連携しながら周知、制

度説明を行ってまいります。 

Ｂ 

３ 都市計画法や建築基準法の整備も

進められることではじめて「農と住

の調和」が図られ、市民にももっと

広く農業が親しみ深いものになると

考える。 

生産緑地法の改正と同時に、都市計

画法や建築基準法等の改正も行われま

した。その中で、農地と調和した低層

住宅に係る良好な住居環境の保護を目

的に、新たな用途地域「田園住居地

域」が創設されたため、本市では指定

基準の整備とその適用の可能性につい

て、調査・検討を行っているところで

す。 

Ｅ 

５ 今後の予定 

今回提出された御意見につきましては、条例制定の趣旨に沿ったものであり、御意見を踏まえ

「川崎市生産緑地地区の区域の規模に関する条例」（案）を作成します。 

・平成３０年２月 平成３０年第１回定例会に条例案として提出 

・平成３０年３月 公布・施行（予定） 

６ お問合せ 

川崎市経済労働局都市農業振興センター農地課 

〒213-0015 川崎市高津区梶ヶ谷 2-1-7 2 階 

電話：044-860-2461 FAX：044-860-2464 
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生産緑地法改正に伴う指定基準等の改正についての 

パブリックコメントの実施結果について 

１ 概要 

「生産緑地法」（昭和 49年法律第 68 号）の改正に合わせて、国土交通省により都市計画運

用指針（平成 12年 12 月 28 日付け建設省都計発第 92 号建設省都市局長通知）の改正が行わ

れました。 

農業生産のみならず、環境保全、景観形成、防災、生物多様性等の多面的な機能を有する

都市農地の保全を図ることを目的に、川崎市生産緑地地区の区域の指定基準等の見直し案を

取りまとめましたので、市民の皆様の御意見を募集いたしました。 

意見募集の概要、御意見の内容及び御意見に対する本市の考え方を、次のとおり公表いた

します。 

２ 意見募集の概要 

名称 生産緑地法改正に伴う指定基準等の改正について 

意見の募集期間 平成 29年 11 月 27 日（月）から平成 29年 12 月 26 日（火）まで 

意見の閲覧場所 川崎市ホームページ、各区役所（市政資料コーナー）、 

川崎市役所第３庁舎２階（かわさき情報プラザ） 

意見の提出方法 電子メール、ファックス、郵送または持参 

結果の公表方法 ・川崎市ホームページへの掲載 

・かわさき情報プラザ及び各区役所での資料設置 

３ 結果について 

パブリックコメント手続で寄せられた意見 

意見提出数（意見件数） ６通（１０件） 

内訳：電子メール 

   ファックス 

   郵送 

   持参 

１通（ １件） 

４通（ ７件） 

０通（ ０件） 

１通（ ２件） 

資料２ 

～都市計画運用指針 改正のポイント～

▼ 農地を宅地化するなどの目的で、農地法に基づく転用の届出をした場合、生産緑地地区に指定する

ことは不可

⇒将来的にも営農が継続されることが確認される場合等には、生産緑地地区に定めることも可能

▼ 物理的な一体性を有していない場合は、生産緑地地区に指定することは不可

   ⇒物理的な一体性を有していない場合であっても、一団の農地等として生産緑地地区を定めるこ

とが可能
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４ 御意見の内容と対応 

（１）御意見の件数と対応区分 

項  目 件 数 
市の考え方の区分 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

① 農地転用後の状況変化に関するもの ２件

[+１件]

０ ２ 

[+１] 

０ ０ ０ 

② 一団の農地等に関するもの ５件

[+１件]

０ ４ 

[+１] 

１ ０ ０ 

③ その他 ３件

[+１件]

０ １ 

[+１] 

０ ０ ２ 

合  計 １０件

[+３件]

０ ７ 

[+３] 

１ ０ ２ 

[  ]内の数値：同時実施した意見募集「川崎市生産緑地地区の区域の面積要件の緩和に

ついて」に寄せられた指定基準に関する意見の数。なお、上段の数値に

含まず。 

（２）具体的な御意見の内容と市の考え方 

番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分 

①農地転用後の状況変化に関するもの 

１ 指定解除要件を備えた農地等であ

っても農地保全の観点から再指定が

可能となるよう指定要件の見直しが

必要と考える。 

 一度解除された生産緑地地区に

おいても、その後の状況変化等に

より、再び農業の用に供されてい

る土地で、将来的にも営農が継続

されることが確認される場合に

は、保全を推進すべきものと考え

ております。御意見を踏まえて、

指定基準等の改正に取り組んでま

いります。 

Ｂ 

２ 川崎市の農地（緑地）を少しでも

多く残したいので、生産緑地を解除

した農地も再度登録できるようにし

て頂きたい。 

Ｂ 

Ａ 御意見の趣旨を踏まえ、指定基準等の改正に反映するもの 

Ｂ 指定基準等の趣旨に沿った御意見であり、御意見を踏まえて取組を推進するもの 

Ｃ 今後の指定基準等の改正を進めていく中で参考とするもの 

Ｄ 指定基準等の改正に対する要望・質問等であり、内容を説明・確認するもの 

Ｅ その他の御意見 
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番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分 

※注 生産緑地として登録してあったも

のを一度取り下げたものに対し、再

度登録を認めて欲しい。 

一度解除された生産緑地地区に

おいても、その後の状況変化等に

より、再び農業の用に供されてい

る土地で、将来的にも営農が継続

されることが確認される場合に

は、保全を推進すべきものと考え

ております。御意見を踏まえて、

指定基準等の改正に取り組んでま

いります。 

Ｂ 

②一団の農地等に関するもの 

１ 一団の農地等を構成する農地の下限

面積について示されているが、子育て

しやすく住みやすい魅力ある川崎市で

あるためにも、そのような小さな農地

をたくさん残せるような仕組みにして

欲しい。

 都市化が進展する本市において

は、一定の条件を満たす小規模な

農地についても多面的機能の発揮

が期待されるものと捉えておりま

す。御意見を踏まえ、国の都市計

画運用指針に示されている、小規

模な道路が介在している農地のほ

か、物理的な一体性を有していな

い小規模な農地についても、一定

条件のもと一団の農地として指定

することを可能とする、指定基準

等の改正に取り組んでまいりま

す。 

Ｂ 

２ 川崎市の農地（緑地）を少しでも多

く残したいので、農地と農地の間に道

路等があっても、一団の農地とみなし

生産緑地に登録出来るようにして頂き

たい。

Ｂ 

３ 生産緑地地区の道連れ解除を軽減す

るため一団の農地について、緩和措置

が図られるよう指定基準等の見直しが

必要と考える。

複数の所有者で構成する生産緑

地地区において、一部の所有者の

行為制限解除に伴い、当該生産緑

地が全部廃止となる、いわゆる道

連れ解除については、重要な課題

と考えております。指定基準等の

改正とともに、区域の規模を３０

０㎡以上とする条例制定に取り組

むことにより、道連れ解除を可能

な限り抑制できるよう努めてまい

ります。 

Ｂ 

４ 現行より幅を持たせた考え方となり

賛同出来るが、基準があいまいで市内

全域での公平性に疑問が残る。現行制

度で起こっていた道連れ解除が無くな

るよう調整して頂きたい。

Ｂ 
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番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分 

５ 一団を構成する個々の農地面積の下

限が「地域の実情に応じ」とあり非常

に不明瞭。明確な指標を示すととも

に、市内で継続的な農業を行うため、

100 ㎡に満たない農地も可能な限り認

定されるようにして頂きたい。

 国の都市計画運用指針では一団

を構成する個々の農地面積につい

て、１００㎡程度を下限としてお

ります。本市としては、その範囲

内で可能なかぎり農地を残せるよ

う、御意見を参考とさせていただ

き、指定基準の改正に取り組んで

まいります。 

Ｃ 

※注 一団の農地を構成する個々の下限

面積が１００㎡と出ているが、市内

には小規模農地が多数点在すること

から、極力小さな農地でも指定がで

きるようにしてもらいたい。 

国の都市計画運用指針では一団

を構成する個々の農地面積につい

て、１００㎡程度を下限としてお

ります。本市としては、その範囲

内で可能なかぎり農地を残せるよ

う、御意見を参考とさせていただ

き、指定基準の改正に取り組んで

まいります。 

Ｂ 

③その他 

１  現在生産緑地登録した農地等は、

今後も農業が続けていけるようにお

願いしたい。 

川崎市農業生産緑地等振興事業

等を引き続き実施するとともに、

御意見を踏まえて、指定基準等の

改正に取り組んでまいります。 

Ｂ 

２  相続税等の減免等についてもよろ

しくお願いしたい。 

 相続税等の税制度については、

現在、国において検討を行ってお

り、国の制度等が明らかになった

段階で農業者に対する説明会等を

実施し、制度周知に努めてまいり

ます。 

Ｅ 

３ 農産物直売所や加工所、農家レス

トランの設置が可能となる方向だ

が、設置規制の緩和が必要と考え

る。 

 御意見を頂きました施設につい

ては、生産緑地法の改正により用

途規制の範囲内で設置が可能とな

りました。今後は農業者に対する

説明会等を実施し、制度周知に努

めてまいります。 

Ｅ 
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番号 意見内容（要旨） 意見に対する市の考え方 区分 

※注 生産緑地法における指定基準の改

正は川崎市内の農地保全の観点から

重要だと考える。 

農業生産のみならず、環境保

全、景観形成、防災、生物多様性

等の多面的な機能を有する都市農

地の保全を図ることは、良好な都

市環境を形成する上で必要不可欠

と考えております。御意見を踏ま

えて、指定基準等の改正に取り組

んでまいります。 

Ｂ 

※注：同時実施した意見募集「川崎市生産緑地地区の区域の面積要件の緩和について」に寄

せられた指定基準に関する意見。 

５ 今後の予定 

今回提出された御意見の趣旨を踏まえ、「川崎市生産緑地地区指定基準」等を改正し、条例

に合わせ施行します。 

６ お問合せ 

川崎市経済労働局都市農業振興センター農地課 

〒213-0015 川崎市高津区梶ヶ谷 2-1-7 2 階 

電話：044-860-2461 FAX：044-860-2464 



参考資料１





参考資料２ 

１

生産緑地法改正に伴う指定基準等の改正について 

皆様の御意見を募集します 

１ 指定基準の改正時期

  平成３０年４月１日（予定）

２ 改正を検討する指定基準等と主な内容

「川崎市生産緑地地区指定基準」

「川崎市生産緑地地区指定基準細目」

「川崎市生産緑地地区の変更等に関する基準」

「川崎市生産緑地地区の変更等に関する基準細目」

・農地法による届出後の状況等の変化により、将来的にも営農が継続される

ことが確認される場合等に、生産緑地地区に定めることを可能とする改正

・物理的な一体性を有していない場合であっても、一体として緑地機能を果

たすことにより、良好な都市環境の形成に資する場合、一団の農地等とし

て生産緑地地区に定めることを可能とする改正

・その他、関係例規等との整合を図り、所要の文言の整理を行います。

３ 意見の募集期間

  平成２９年１１月２７日（月）から１２月２６日（火）まで【３０日間】

  ※郵送の場合、１２月２６日消印有効です。

  ※持参の場合、土日祝日を除く８時３０分から１２時、１３時から１７時１５分の時間帯でお持ちく

ださい。

４ 資料の閲覧場所

  川崎市役所第３庁舎２階（かわさき情報プラザ）、各区役所（市政資料コーナー）、川崎市ホームペー

ジ「意見公募（パブリックコメント）」から御覧いただけます。

５ 意見の提出方法

御意見は、電子メール（専用フォーム）、ＦＡＸ、郵送、持参のいずれかでお寄せください。

●意見書の書式は自由ですが、「御意見」とともに、必ず「題名」、「氏名（法人または団体の場合は、

名称及び代表者の氏名）」、「連絡先（電話番号、ＦＡＸ番号、住所及びメールアドレス）」を明記し

てください。なお、氏名・連絡先は、意見書の内容を確認させていただく場合があるため記載をお

願いするものです。

●電子メールの場合は、川崎市ホームページの「意見公募（パブリックコメント）」にアクセスし、案

内に従って専用フォームを御利用ください。

６ 注意事項

  ●お寄せいただいた御意見に対する個別回答はいたしませんので、御了承ください。なお、市の考え

方を、後日市ホームページで公表いたします。

  ●お知らせいただいた個人情報は、川崎市個人情報保護条例に基づき適正に取り扱います。御意見等

の概要を公表する際に、個人情報を公開することはありません。

  ●電話や来庁による口頭での御意見はお受けできませんので御了承ください。

７ 問合わせ先・意見提出先

  川崎市経済労働局都市農業振興センター農地課

  〒２１３－００１５

  川崎市高津区梶ヶ谷２－１－７

  電話０４４－８６０－２４６１ ＦＡＸ０４４－８６０－２４６４

「生産緑地法」（昭和 49年法律第 68号）の改正に合わせて、国土交通省により

都市計画運用指針（平成 12 年 12 月 28 日付け建設省都計発第 92 号建設省都市局

長通知）の改正が行われました。 

つきましては、農業生産のみならず、環境保全、景観形成、防災、生物多様性等

の多面的な機能を有する都市農地の保全を図ることを目的に、川崎市生産緑地地

区の区域の指定基準等の見直し案を取りまとめましたので、今後、指定基準等を

改正するにあたり、市民の皆様の御意見を募集します。


